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１．背景 デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引の増加

出典：平成30年度我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備（電子商取引に関する市場調査）報告書（平成31 年5月経済産業省商務情報政策局情報経済課）

18兆円

≪BtoC EC通販の推定市場規模≫

消費者取引のデジタル化は益々進展している。

更に、ビッグデータ等を背景に、売主と買主をマッチングさせ、消費者取引の場を提供する
デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引、更に、売主が個人であるCtoCの市
場規模も拡大している。

≪CtoCの推定市場規模≫

ネットオークションの推定市場規模（単位：億円）

フリマアプリの推定市場規模（単位：億円）
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１．背景 通信販売の形態の変化

B
事業者

（販売業者）

・販売業者は、消費者に一方向で「広告」を提示（消費者は受け身）。

・売主は基本的には事業者。

・販売業者の情報・契約条件等の明示を義務付け（特定商取引法）。

C
消費者

（購入者）
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従前の通信販売
（遠隔取引）



１．背景 通信販売の形態の変化
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B
事業者

（販売業者）

・２面市場をつなぐことにより、ネットワーク効果で市場参加者が飛躍的に拡大。

（B to C を中心とした電子商取引市場の急拡大。トラブルも増加）。

・国際的なクロスボーダー取引も急増。

・プラットフォーム上での消費者行動の情報が蓄積・分析され、消費者に対し、

双方向の広告提示や誘引が可能。

・消費者も売主として、市場に手軽に参加できる（C to C 取引の拡大）。

・匿名での取引もしやすい。

B
事業者

（販売業者）

出店 検索

C
消費者

（購入者）

C
消費者

（購入者）

C
消費者

（購入者）C
消費者

（販売者）

プラットフォーム企業
（事業者）

・
・

出店

検索

・
・

取引のマッチング・
決済機能
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デジタル時代の通信販売
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１．背景 成長戦略フォローアップ

成長戦略フォローアップ（令和元年６月21日閣議決定）では、デジタル・プラットフォーム企
業をめぐる取引環境の整備については、国際的にも取組が進められているとして、我が国
としても、デジタル市場のルール整備を図ることが求められている。

Ⅰ. Society5.0の実現
１．デジタル市場のルール整備
（２）新たに講ずべき具体的施策
ⅰ）デジタル市場のルール整備

①デジタル・プラットフォーム企業への対応

・また、デジタル・プラットフォーム企業と消費者との関係の透明性及び公正性を確保す
る観点から、消費者保護関係法令の適用の考え方の整理や利用規約の透明性・公正性
の確保、海外事業者への域外適用その他の消費者保護に関する規律の在り方につい
て、2019年度中に検討を開始し、その結果を踏まえ必要な措置を講ずる。

出典：令和元年度革新的事業活動に関する実行計画（令和元年6月21日閣議決定）



１．背景 国際的な潮流（G20消費者政策国際会合）

テーマ ： デジタル時代における消費者政策の新たな課題

G20大阪サミットのサイドイベントとして、本年9月、「G20消費者政策国際会合」を
消費者庁と徳島県の共催により開催。G20各国を含む38の国・機関が参加。

＜議長総括（セッション６ デジタル時代における脆弱な消費者の保護 ）＞

・ パネリストから消費者の脆弱性について多角的に報告された。デジタル時代ではスピー
ドが速いことも含め、その特有性によって誰でも脆弱になる可能性があることを共通認識
として持たなければならない。特に脆弱になりやすい人について、子供や高齢者の指摘が
あったが、所得や、状況によって作られた脆弱性に関する指摘もあった。

・ 情報提供のされ方や表示のされ方が誘導されたものでないかということも含め、今まで
になかった新しい課題があることも共通認識と考える。

・ またデータ管理・プライバシーの問題も、脆弱性の問題に伴って出てきていると考える。
オンラインプラットフォームを含めて、新しいビジネスの流れもみながら、消費者の脆弱
性の問題に連携していく必要があると考える。

セッション１：急速な技術革新への政策適応
セッション２：国際連携の強化
セッション３：デジタル時代における製品リコールの効果の向上
セッション４：紛争解決と被害救済への新技術の活用
セッション５：持続可能な開発目標達成における消費者行政担当部局

の役割
セッション６：デジタル時代における脆弱な消費者の保護
徳島セッション：若年者（未成年者）に対する消費者教育の推進 5



２．トラブルの傾向 通信販売（BtoC型）

【トラブル例】
・ものが届かない／思っていたものと違っていた。
・偽物（模倣品）を買わされた。
・時間制限のもとで焦らされて高額のチケットを買わされた。
・やらせレビューを信じてしまった。
・自分の検索履歴や閲覧サイトの情報が蓄積され、追跡的な広告が来る。

≪電子商取引に関する相談傾向≫

出典：図表Ⅰ―1-3-8 令和元年版消費者白書
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２．トラブルの傾向 通信販売（フリマ型）

【トラブル例】
・ものが届かない／思っていたものと違っていた。
・入場不可能なチケットを転売された。
・要冷蔵食品が常温配送で送られてきて、腐っていた。
・やらせレビューを信じてしまった。

≪フリマサービスの相談傾向≫

出典：PIO-NETにみるフリマサービス関連の相談件数（年度別）
※2019年10月末までの登録分
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２．デジタル・プラットフォームで消費者トラブルが起きている個別事例



３．デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引での消費者の認識

【BtoCの典型例】
・ショッピングモール
【CtoCの典型例】
・フリマ
・インターネットオークション

C
消費者

（購入者）

B
事業者

（販売業者）

C
消費者

（販売者）

プラットフォーム企業
（事業者）

9

買主の消費者は、デジタル・プラットフォーム企業の看板や対応を信用して
取引に入っているのではないか。

【買主である消費者が認識する取引の相手方】

【デジタル・プラットフォーム企業による
任意の対応例】

・苦情対応
・返品対応、一部補償
・出品のパトロール ほか



３．デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引の法的関係

・個人情報等の取得
・取得した個人情報等の利用
（第三者への提供を含む）

・個人情報等の取得
・取得した個人情報等の利用
（第三者への提供を含む）

③利用契約 ②利用契約

【BtoCの典型例】
・ショッピングモール
【CtoCの典型例】
・フリマ
・インターネットオークション

C
消費者

（購入者）

B
事業者

（販売業者）

C
消費者

（販売者）

プラットフォーム企業
（事業者）
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①商品・役務の売買契約

【データ】個人情報保護法 【データ】個人情報保護法

【消費者保護】
消費者契約法

特定商取引法 サービス利用が有料の場合

景品表示法

商法（名板貸責任）販売者がBの場合

【消費者契約（BtoCの場合）】
民法・刑法、不正競争防止法
消費者契約法、特定商取引法、景品表示法
【対等当事者間契約（CtoCの場合）】
民法・刑法、不正競争防止法

【消費者保護】
消費者契約法

特定商取引法 サービス利用が有料の場合

（古物営業法）出品者がBの場合

デジタル・プラットフォーム企業での対応の内容や質は、現状は様々。
あっせんの現場でも、当事者間での解決を依頼されることもよくある。

よく見られる利用規約例：
ユーザーの出品等によって、ユーザー及び第三者に生じる損害につき、弊社は一切責任を負わないものとします。



３．現場での認識

電子商取引及び情報財取引等に関する準則（平成30年７月）での考え方

１．インターネットショッピングモール運営者の責任
（１）原則：責任を負わない
個別の店舗との取引によって生じた損害について、モール運営者は原則として責任を負わない。
（２）例外：責任を負う場合もある

①店舗による営業をモール運営者自身による営業とモール利用者が誤って判断するのもやむを得ない外観が存
在し（外観の存在）、②その外観が存在することについてモール運営者に責任があり（帰責事由）、③モール利用
者が重大な過失なしに営業主を誤って判断して取引をした（相手方の善意無重過失）場合には、商法第１４条又
は会社法第９条（以下、「商法第１４条等」という。）の類推適用によりモール運営者が責任を負う場合もあり得る。

この他に、モール運営者に不法行為責任等を認めうる特段の事情がある場合等には、モール運営者が責任を負
う場合があり得る。

（責任を負う可能性がある例）
・商品購入画面等モール運営者のウェブサイト画面で、売主がモール運営者であるとの誤解が生じうる場合

・モール運営者が特集ページを設けてインタビュー等を掲載するなどして、特定の店舗の特定商品を優良であるとして積極的に品質
等を保証し、これを信じたがためにモール利用者が当該商品を購入したところ、当該商品の不良に起因してモール利用者に損害が
発生した場合

・重大な製品事故の発生が多数確認されている商品の販売が店舗でなされていることをモール運営者が知りつつ、合理的期間を超
えて放置した結果、当該店舗から当該商品を購入したモール利用者に同種の製品事故による損害が発生した場合

（商法第１４条等の類推適用による責任を負わないと思われる例）

・購入画面は、モールの統一フォームであるが、モール運営者のウェブサイト画面にモール運営者が売主でないことが分かりやすく
記載されている場合
（保証に基づく責任を負わないと思われる例）
・品質等に関してモール運営者の判断が入らない形で商品又は店舗の広告を掲載しているにすぎない場合

・よく売れている商品に「売れ筋」と表示した場合や、売上高やモール利用者による人気投票結果等のデータに基づいた商品や店舗
の「ランキング」、「上半期ベスト３」を単に表示したにとどまる場合

・モール利用者の購買履歴等に基づき、個々のモール利用者に対して、当該モール利用者の嗜好や購入商品等に関連する商品等
を、当該商品の品質等に関する判断を含まない形で単に表示したにとどまる場合 11



３．現場での認識

電子商取引及び情報財取引等に関する準則（平成30年７月）での考え方

２．ユーザー間取引に関するサービス運営事業者の責任
（インターネット・オークション、フリマサービス等）

（１）サービス運営事業者が取引に実質的に関与しない場合
①原則：サービス運営事業者はユーザーに対して責任を負わない

サービス運営事業者が、単に個人間の取引仲介システムを提供するだけであり、個々の取引に実質的に関与し
ない場合は、ユーザー間の取引によって生じた損害について、サービス運営事業者は原則として責任を負わない。

②例外：例えば、インターネット・オークションにおける出品物について、警察本部長等から競りの中止の命令を受
けたにもかかわらず、オークション事業者が当該出品物に係る競りを中止しなかったため、落札者が盗品等を購
入し、盗品等の所有者から返還請求を受けた場合などについて、損害賠償義務を負う可能性がある。

（２）サービス運営事業者が取引に実質的に関与する場合

サービス運営事業者が、自らが提供するシステムを利用したユーザー間取引に、単なる仲介システムの提供を越
えて実質的に関与する場合は、その役割に応じて責任を負う可能性がある。

（責任を負う可能性がある例）

・インターネット・オークションにおける出品物について、警察本部長等から競りの中止の命令を受けたにもかかわらず、オークション
事業者が当該出品物に係る競りを中止しなかったため、落札者が盗品等を購入し、盗品等の所有者から返還請求を受けた場合

・インターネット・オークションやフリマサービスにおけるブランド品の出品等に関し、サービス運営事業者がユーザーから電話で申込
みを受け、当該ブランド品をサービス運営事業者宛てに送付してもらい、サービス運営事業者がユーザー名で出品行為を代行し、出
品に伴う手数料や落札に伴う報酬を受領する場合
（責任を負わないと思われる例）

・ユーザーの信頼が取引の相手方であるユーザーに対するものであり、サービス運営事業者は「場の提供者」としての役割のみを
行っている状況で、取引の相手方のユーザーの詐欺、倒産、不良品販売等が発生した場合
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３．現場での認識

電子商取引及び情報財取引等に関する準則（平成30年７月）での考え方

３．ユーザー間取引プラットフォームを介して商品を販売する売主に対する規制

特定商取引法上の通信販売をする事業者には、必要的広告表示事項の表示（特定商取引法第１１条）及び誇
大広告等の禁止（同法第１２条）等の義務が課せられている。インターネット・オークション等のユーザー間取引プ
ラットフォーム（前頁参照）を介して販売を行っている場合であっても、営利の意思を持って反復継続して販売を行
う場合は、法人・個人を問わず事業者に該当し、特定商取引法の規制対象となる。

事業者がプラットフォームに参加して一般消費者に対し、物品を売買する場合は、景品表示法第５条の適用があ
る。

プラットフォームを介して古物の売買等の営業を行う者は、古物営業法に基づく「古物商」の許可を受けなければ
ならない。

プラットフォームの運営事業者には、そこで行われる取引に関し、ただちにこれらの規制が適用されるものではな
いが、自己の運営するサービスのユーザーにこれらの規制が適用される可能性がある場合には、利用規約、ガイ
ドラインその他の方法によって、その旨を周知することが望ましい。
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４．新たな問題があると指摘されている事例

【プロファイリング】＜消費者の属性・行動に応じたターゲティング広告＞

〇企業の対応例

＜デフォルト設定例（オプトアウト）＞
このCookie等を利用した広告配信の停止を希望される方は、以下の手順に従い、私たちのCookie等を利用した広告
配信の無効化（オプトアウト）を行ってください。無効化以降、お客様に対して当該Cookie等を利用した広告は停止さ
れます。

あなたが〇〇外のウェブサイトまたはアプリで行ったアクティビティに基づく情報を、〇〇が広告を表示する目的で
使用することを望まない場合は、あなたの設定からオプトアウトすることができます。

＜説明例＞
パーソナライズド広告（ターゲティング広告という場合もあります）は、〇〇サイトでのお買い物や、〇〇のコンテンツ
または広告が含まれるサイトの閲覧、〇〇ツールの利用、あるいは〇〇のチェックアウト機能などの支払サービス
の使用などから得られる情報に基づき、お客様に向けて表示されます。

＜配慮している例＞
広告表示にどの情報が使用されるかは、お客様自身が広告設定画面で管理できます。なお、人種、宗教、性的指
向、健康状態など、機密性の高いカテゴリに基づいてカスタマイズされた広告を表示することはありません。

＜利用しない例＞
〇〇が、アルゴリズムの使用やプロファイリングにより、お客様に大きな影響を与える決定を行うことはありません。

ターゲティング広告の定義、取扱いは様々であるものの、
主として、デフォルトで設定され、利用規約として包括同意されることも多い。
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４．新たな問題があると指摘されている事例

【プロファイリング】＜消費者の属性・行動に応じた価格差別／区別＞

〇パーソナライズド・プライシング

明確な法的定義はないが、概ね、①消費者によって価格を変えること、②とりわけ消費者
の属性・行動等によって価格を変えることを中心とした概念とされている。

〇事例
・インターネット・ショッピングモールでのDVD価格（2000年）
当該モールでよく購入する顧客には高めの価格に設定して販売したものの、当該顧客が自分のパソコンのクッキーを削除すると、表示
された価格が下がった事案。インターネット・ショッピングモールは、価格の違いはランダム価格テスト（消費者の需要を調査するため同
一商品の値段を上下させ売上を見るもの）のためであり、過払いの客には返金するとした。
・航空会社での手荷物価格（2017年）
収益拡大のため、手荷物価格について、ユーザーデータと機械学習から、乗客が支払えるかどうかをテストを開始すると発表。

〇EUでの対応
EUの消費者保護ニューディールによる指令改正では、EU議会により、「the price was 
personalised on the basis oｆ automated decision making」について、事業者は消費者に明
確に知らせることを追記修正。ただし、市場の需給に伴い柔軟に変化するダイナミック・プ
ライシングについては適用しない旨明記。（2019年11月）

経済効率は向上するものの、消費者余剰は減少する。
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４．新たな問題があると指摘されている事例

【利用規約による同意・権利制限】＜消費者契約における条項＞

〇サルベージ条項（損害賠償責任の全部免除）

法律により許される限り、明示・黙示を問わず、あらゆる責任について否認します。

〇規約変更に係る一方的通知・同意擬制

規約の修正：弊社が本規約を変更する場合、弊社は本規約の改訂版を掲示し、当該改訂版により本規約の条項
は自動的に置換されます。本規約の改訂版は、本サイトに掲示された後、自動的に効力を有します。〇〇が更新版
の本規約を掲示した後も、利用者様が継続して本サイトを利用される場合、それにより利用者様が本規約の改訂版
に同意したものとみなされます。本規約の条項または本規約の改訂版に同意しない場合、本サービスまたは本サイ
トの利用を継続しないでください。

〇消費者からの異議申し立て等私法上の権利制限

利用者は、Scoreが、利用者ご自身がご入力された情報やその他情報および算出方法の変更等により変動する
ことがあることを了解し、これに関し異議を述べないものとします。

消費者に膨大な利用規約を読むよう期待することは困難であり、
消費者利益を害する条項が混入するおそれがある。

出典：消費者委員会オンラインプラット

フォームにおける取引の在り方に関する専
門調査会報告書参考資料（2019年４月）



２．デジタル・プラットフォーム企業から、消費者に対して、積極的
に消費者取引に関連する情報を提供すべきではないか。

１．デジタル・プラットフォーム企業に、「取引の場の提供者」として
の役割をもっと積極的に果たしてもらうべきではないか。
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５．消費者庁における検討の方向性



①デジタルプラットフォーム企業が介
在する消費者取引における環境整備
等に関する検討会

取引の場の提供者としての役割や
消費者に対する情報提供の在り方
を議論

②消費者のデジタル化への対応に関
する検討会

プラットフォームの台頭その他の
デジタル化が消費生活にもたらす
変化に消費者はどう向き合えばよ
いかを議論

デジタル

●消費者契約に関する検討会
（令和元年12月～）

特定商取引法等の
制度的な検討とも連携

デジタル分野の議論に
ついては相互に連携

デジタル
＋

従来からの
消費者問題
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５．消費者庁における検討の全体像


